
別紙２（様式1）          研究事業評価調書（令和３年度）         令和３年１２月２４日作成

事業区分 経常研究（応用） 研究期間 令和４年度～令和６年度 評価区分 事前評価

研究テーマ名

（副題）

黒毛和種経産牛肥育技術の開発

（収益が最大となる経産牛肥育技術の確立）

主管の機関・科（研究室）名 研究代表者名 農林技術開発センター 大家畜研究室 早田 剛

＜県総合計画等での位置づけ＞

長崎県総合計画

チェンジ＆チャレンジ 2025

３つの柱 ２  力強い産業を育て、魅力あるしごとを生み出す
基本戦略③ 環境変化に対応し、一次産業を活性化する

  施策① 農林業の収益性の向上に向けた生産・流通・販売対策の強化

第３期 ながさき農林業・農山村

活性化計画

基本目標Ⅰ 次代につなげる活力ある農林業産地の振興
Ⅰ‐２ 生産性の高い農林業産地の育成

   ③ チャレンジ畜産６００億の推進

１ 研究の概要

研究内容(100 文字)

給与飼料の栄養水準、肥育期間の違いやアミノ酸製剤の給与が経産牛の肉質等級および歩留等級に及ぼ

す影響を調査するとともに、品質と経済性を考慮した出荷適期判定法を検討し、経産牛肥育技術を開発する。

研究項目

①栄養水準と肥育期間の検討による肉質等級の向上

②アミノ酸製剤の給与による歩留等級の向上

③出荷適期簡易判定法の検討

２ 研究の必要性

１） 社会的・経済的背景及びニーズ

本県の繁殖牛の飼養頭数は、堅調な子牛価格に支えられ増加傾向にある。一方、肥育牛の飼養頭数は素

牛価格の高騰など資金繰りの悪化から横ばいで推移している。

現在、農家の所得向上へ向けた施策である第３期ながさき農林業・農山村活性化計画の行動計画としてチ

ャレンジ畜産６００億円の取組を進めている。この達成のためには、本県肉用牛の強みである全国７位の繁

殖雌牛飼養頭数に着目した、繁殖雌牛としての役目を終えた牛（以下、経産牛）の有効活用が考えられる。

しかし経産牛は、確立された肥育技術がないことから、その大半が成牛市場で販売されている。また、食

肉市場へも出荷されているが、枝肉品質が低いものが多く、生産者や関係団体から経産牛肥育技術確立の

要望が上がっており、農家所得向上のために経産牛肥育技術開発が急がれる。

また、経産牛肥育の取組拡大はチャレンジ畜産６００億達成に寄与することから、必要性は高い。

２） 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性

・経産牛肥育技術に関する報告はほとんどなく、品質と収益性を考慮した経産牛の肥育方法は確立されてい

ない。

３ 効率性（研究項目と内容・方法）

研究

項目
研究内容・方法 活動指標

R
4

R
5

R
6

単位

①
栄養水準と肥育期間の検討による肉質等級

の向上

肥育試験

供試頭数

目標 １６ ８
頭

実績

② アミノ酸製剤の給与による歩留等級の向上
給与試験

供試頭数

目標 １２
頭

実績

③ 出荷適期判定法の検討
判定手法検

討供試頭数

目標 １６ ８ １２
頭

実績



１） 参加研究機関等の役割分担

・佐世保食肉センター、JA および肉用牛生産者：枝肉成績検討、データ収集

２） 予算

研究予算
（千円）

計
（千円）

人件費
（千円）

研究費
（千円）

財源

国庫 県債 その他 一財

全体予算 48,792 23,559 25,233 22,197 3,036

4 年度 16,264 7,853 8,411 7,399 1,012

5 年度 16,264 7,853 8,411 7,399 1,012

6 年度 16,264 7,853 8,411 7,399 1,012
※ 過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案
※ 人件費は職員人件費の見積額

（研究開発の途中で見直した事項）

４ 有効性

研究

項目
成果指標 目標 実績

R
4

R
5

R
6

得られる成果の補足説明等

① 肥育マニュアル
１技

術
○

②
肉質等級３以上格付

割合

60%

以上
○

③ 歩留等級A 格付割合
70%

以上
○

１）従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性

経産牛肥育技術は、全国でも技術開発が進んでおらず、新規性が高い。

食肉市場の枝肉格付成績を分析し、品質向上のための課題整理ができている。

予備試験において、供試牛が食肉市場平均を上回る肉量、肉質を得られたことから、経産牛枝肉の高品

質化の可能性が確認されており、技術開発の見込みがある。

２）成果の普及

■研究成果の社会・経済・県民等への還元シナリオ

研究成果について、食肉センターなどと検討する体制が構築されおり、速やかに生産現場へ技術移転を

行うことができる。

開発された肥育マニュアルを活用し、地域の和牛部会や農業振興協議会の研修会等に参加し、成果の普

及に努める。

■研究成果による社会・経済・県民等への波及効果（経済効果、県民の生活・環境の質の向上、行政施策へ

の貢献等）の見込み

経産牛肥育の取組が拡大し、肥育されて食肉市場へ出荷される経産牛が増加することで産出額の向上が

期待される。

→肉用牛産出額増加効果：２．３億円

①現状9.6 億円 食肉市場：（3 等級以上）380kg×1,380 円×192 頭＋（2 等級以下）320kg×1,180 円×1,008 頭

成牛市場：（妊娠牛を除く経産牛）300,000 円×1,600 頭

②目標11.9 億円 食肉市場： （3 等級以上）380kg×1,400 円×1,200 頭＋（2 等級）330kg×1,200 円×800 頭

成牛市場：（妊娠牛を除く経産牛）300,000 円×800 頭

（研究開発の途中で見直した事項）



別紙２（様式2）                       研究評価の概要

種

類
自己評価 研究評価委員会

事

前

（３年度）

評価結果

(総合評価段階：A)

・必 要 性：A

本県では農家の所得向上へ向けた施策である第３

期ながさき農林業・農山村活性化計画の行動計画とし

てチャレンジ畜産６００億の取組を進めている。この達

成のためには、本県肉用牛の強みである全国７位の

繁殖雌牛飼養頭数に着目した、繁殖雌牛としての役

目を終えた経産牛の有効活用が考えられる。

しかし、経産牛は、確立された肥育技術がないこと

からその大半が成牛市場で販売されている。また、食

肉市場へも出荷されているが、枝肉品質が低いもの

が多く、生産者から改善のための技術確立の要望が

上がっており、農家所得向上のため、経産牛肥育技

術の開発が急がれる。

また、経産牛肥育の取組拡大はチャレンジ畜産６０

０億円達成に寄与することから、必要性は高い。

・効 率 性：A

食肉市場の枝肉格付成績を分析し、品質向上のた

めの課題整理ができているほか、予備試験により、技

術開発の見込みがある。

・有 効 性：A

研究成果について、食肉センターなどと検討する体

制が構築されており、速やかに生産現場へ技術移転

を行うことができる。また、肉用牛部会や各地域の肉

用牛大学などで技術の普及に努める。

意欲ある担い手を中心に、経産牛肥育の取組が拡

大し、２．３億円の産出額向上が期待される。

・総合評価：A

チャレンジ畜産６００億達成へ向けた肉用牛産出額

向上のためには、本県の強みである繁殖雌牛飼養頭

数を活用した取組が有効であり、本研究で開発される

経産牛肥育技術はその強みを活かせる手法となる。

また、経産牛肥育の取組が拡大することで、繁殖雌

牛の分娩間隔延長の要因となっている、長期不受胎

牛の淘汰、更新が促進され、生産性の向上、肉用牛

産出額および肉用牛農家所得向上への波及効果も期

待できる。

（３年度）

評価結果

(総合評価段階：A)

・必 要 性：S

長崎県は全国 7 位の繁殖雌牛を飼養し、年間約

3,000 頭の経産牛が出荷されているため、繁殖農家の

所得向上に繋がる経産牛の枝肉品質を向上させる肥

育技術に関して畜産農家や関係団体の要望が高く、

本研究の必要性は非常に高い。

・効 率 性：A

予備試験、研究の課題整理も進むなど技術開発の

見込みがあり、食肉市場等関係先との連携体制が構

築されるなど、効率的な研究である。先行研究等の情

報も活かしてより効率的に研究を進めて欲しい。

・有 効 性：A

品質向上のための課題整理も行われ、また、技術移

転に向けて関係団体との協議も検討されるなど有効

な研究である。

成果の普及には枝肉品質向上のためのコストを明ら

かにするとともに、経産牛の再肥育を体系的な取組と

するための工夫が必要と思われる。

・総合評価：A

経産牛の販売価格上昇による繁殖農家の経営安定

が期待される研究である。

対応 対応

これまでの先行研究等の情報収集を行い、予備試

験の結果などを踏まえて、効率的な試験の実施に努



めます。また、コストの面からも検証を進め、試験途

中であっても、農家所得向上につながるような成果が

出れば、情報共有が図れるよう関係機関や生産者部

会などとの連携を深め、成果の速やかな普及に努め

ます。

途

中

（  年度）

評価結果

(総合評価段階：   )

・必 要 性

・効 率 性

・有 効 性

・総合評価

（  年度）

評価結果

(総合評価段階：   )

・必 要 性

・効 率 性

・有 効 性

・総合評価

対応 対応

事

後

（  年度）

評価結果

(総合評価段階：   )

・必 要 性

・効 率 性

・有 効 性

・総合評価

（  年度）

評価結果

(総合評価段階：   )

・必 要 性

・効 率 性

・有 効 性

・総合評価

対応 対応


